
米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金（以下

「補助金」という。）の交付に関し、米子市補助金等交付規則（平成１７

年米子市規則第４６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必

要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。

⑴ 住宅 社会資本整備総合交付金交付要綱（平成２２年３月２６日国官

会第２３１７号。以下「国要綱」という。）附属第Ⅱ編ロ－１６－⑿に

おいて引用する国要綱附属第Ⅱ編イ－１６－⑿－①１.第２項第１号に規

定する住宅をいう。

⑵ 建築物 住宅以外の建築物（ブロック塀を除く。）をいう。

⑶ ブロック塀 補強コンクリートブロック造又はれんが造、石造、コン

クリートブロック造その他の組積造の塀をいう。

⑷ 耐震診断 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１

２３号）第２条第１項に規定する耐震診断であって、国要綱附属第Ⅱ編

ロ－１６－⑿において引用する国要綱附属第Ⅱ編イ－１６－⑿－①３.第

１号イ又は第２号イに定めるものをいう。

⑸ 改修設計 国要綱附属第Ⅱ編ロ－１６－⑿において引用する国要綱附

属第Ⅱ編イ－１６－⑿－①３.第１号ハ、第２号ハ又は第４号イに定める

耐震化のための計画の策定（工事監理を除く。）をいう。

⑹ 耐震改修 建築物の耐震改修の促進に関する法律第２条第２項に規定

する耐震改修であって、国要綱附属第Ⅱ編ロ－１６－⑿において引用す

る国要綱附属第Ⅱ編イ－１６－⑿－①３.第４号又は第５号に定めるもの

（擁壁の耐震改修及び防火改修を除く。）をいう。

⑺ 建替え 国要綱附属第Ⅱ編ロ－１６－⑿において引用する国要綱附属

第Ⅱ編イ－１６－⑿－①３.第４号又は第５号に定める建替え（防火改修

を除く。）をいう。ただし、耐震改修に代えて行うものに限る。



⑻ 除却 国要綱附属第Ⅱ編ロ－１６－⑿において引用する国要綱附属第

Ⅱ編イ－１６－⑿－①３.第４号又は第５号に定める除却をいう。ただし、

耐震改修に代えて行うものに限る。

⑼ 設計図書 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１２号

に規定する設計図書をいう。

⑽ 要緊急安全確認大規模建築物 建築物の耐震改修の促進に関する法律

附則第３条第１項に規定する要緊急安全確認大規模建築物をいう。

⑾ 避難路沿道ブロック塀 市が耐震改修促進計画に記載した避難路沿い

にあるブロック塀をいう。

⑿ ＺＥＨ水準 国要綱附属第Ⅱ編ロ－１６－⑿において引用する国要綱

附属第Ⅱ編イ－１６－⑿－①１.第２項第20号に定めるＺＥＨ水準をいう。

２ 前項に定めるもののほか、この要綱における用語の意義は、建築物の耐

震改修の促進に関する法律に規定するところによる。

（交付目的）

第３条 補助金は、米子市耐震改修促進計画に基づく耐震化を促進する事業

を実施し、住宅及び建築物の耐震診断、改修設計、耐震改修、建替え又は

除却、屋根瓦の耐震・耐風対策及び省エネ改修（耐震改修と併せて行うも

のに限る。以下同じ。）並びにブロック塀の耐震対策を促進することにより、

これらの安全性の向上を図り、震災に強いまちづくりに資することを目的

とする。

（補助金の交付）

第４条 市は、住宅若しくは建築物又はブロック塀（別表第１の各号に掲げ

る事業の区分に応じ、当該各号の表の補助要件の項に定める要件に該当す

るものに限る。以下「対象建物等」という。）について、耐震診断、改修

設計、耐震改修、建替え若しくは除却若しくは屋根瓦の耐震・耐風対策若

しくは省エネ改修又は撤去若しくは改修（耐震診断、改修設計、耐震改修、

建替え、屋根瓦の耐震・耐風対策及び省エネ改修にあっては、別表第１の

各号（第７号を除く。）に掲げる事業の区分に応じ、耐震診断、改修設計、

耐震改修、建替え、屋根瓦の耐震・耐風対策及び省エネ改修の区分ごとに、

当該各号の表の補助要件の項に定める要件に該当するものに限る。以下



「補助事業」という。）を行う当該対象建物等の所有者（当該対象建物等

の管理に関し、建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９

号）第３条に規定する団体が構成されている場合には、当該団体。以下

「事業主体」という。）に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。

（補助対象経費及び補助金の額）

第４条の２ 補助金の交付の対象となる経費は、別表第１の各号に掲げる事

業の区分に応じ、補助事業の区分ごとに、当該各号の表の補助対象経費の

項に定める経費とする。

２ 補助金の交付の対象となる経費の額（以下「補助対象経費の額」とい

う。）について、仕入控除税額（当該経費に含まれる消費税及び地方消費

税の金額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕

入れに係る消費税額として控除することができる金額と、当該金額に地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定により地方消費税率を乗じて得

た金額との合計額をいう。以下同じ。）が含まれる場合には、当該仕入控

除税額は、控除するものとする。

３ 補助金の額は、別表第１の各号に掲げる事業の区分に応じ、補助事業の

区分ごとに、当該各号の表の補助金の額の項に定める額とする。

（申請）

第５条 事業主体は、補助金の交付を受けようとするときは、市長が定める

日までに、米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交付申請書（別記

様式第１号）を市長に提出しなければならない。

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

⑴ 補助事業の実施に要する経費の見積書の写し

⑵ 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認めて指示する書類

３ 補助金の交付を受けようとする者は、第１項の規定による申請に際して

補助事業に係る仕入控除税額が明らかでないときは、前条第２項の規定に

かかわらず、仕入控除税額に相当する額を含む補助対象経費の額をもって

算出した補助金の額（以下「仕入控除税額を含む額」という。）の交付を

申請することができる。この場合において、当該仕入控除税額を含む額は、

補助金の額を限度とする。



（交付の決定及び通知）

第６条 市長は、前条第１項の申請書の提出があったときは、速やかにその

内容を審査し、補助金の交付の可否を決定するものとする。

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を行うことと決定をしたときは

米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交付決定通知書（別記様式第

２号）により、交付を行わないことと決定したときは米子市震災に強いま

ちづくり促進事業補助金交付申請却下通知書（別記様式第３号）により当

該事業主体に通知するものとする。

３ 市長は、前条第３項の規定による申請があった場合には、第４条の２第

２項の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む額の範囲内で交付決定をす

ることができる。

（補助事業の着手）

第７条 前条第２項の補助金交付決定通知書を受け取った者（以下「補助対

象者」という。）は、当該通知書を受け取った後、速やかに、補助事業に

着手するものとする。

２ 補助対象者は、補助事業（耐震診断、改修設計、耐震改修、建替え、除

却、屋根瓦の耐震・耐風対策及び省エネ改修に限る。）に着手したときは、

直ちに、米子市震災に強いまちづくり促進事業着手届出書（別記様式第４

号）を市長に提出しなければならない。

３ 前項の届出書には、補助事業に係る契約書の写しを添付しなければなら

ない。

４ 補助対象者は、補助事業（ブロック塀の撤去及び改修に限る。以下この

項において同じ。）に着手したときは、直ちに、米子市震災に強いまちづ

くり促進事業契約事項届出書（別記様式第４号の２）又は補助事業に係る

契約書の写しを市長に提出しなければならない。

５ 前項の規定により同項に規定する書類の提出があったときは、その提出

をもって規則第１３条の規定による届出があったものとみなす。

（軽微な変更）

第８条 規則第１１条第１項に規定する市長の定める軽微な変更は、補助対

象経費の額の変更（増額又は１０万円以上の減額に係るものに限る。）又



は補助事業の完了年月日の変更（当該年度において完了しない場合に限

る。）以外の変更とする。

（実績報告）

第９条 補助対象者は、補助事業が完了した日から起算して３０日を経過す

る日又は第６条第２項の規定による補助金の交付決定のあった日の属する

年度の３月３１日（補助事業が完了している場合に限る。）のいずれか早

い日までに、次の各号に掲げる補助事業の区分に応じ、当該各号に定める

書類を市長に提出しなければならない。

⑴ 耐震診断、改修設計、耐震改修、建替え、除却、屋根瓦の耐震・耐風

対策及び省エネ改修 米子市震災に強いまちづくり促進事業実績報告書

（別記様式第５号）

⑵ ブロック塀の撤去及び改修 米子市震災に強いまちづくり促進事業完

了届出書兼実績報告書（別記様式第５号の２）

２ 前項各号の報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

⑴ 補助事業の実施に要した経費の請求書又は領収書の写し

⑵ 耐震診断の結果を記載した書類（補助事業が耐震診断である場合に限

る。）

⑶ 改修設計に基づき耐震改修又は建替えを実施した後における当該対象

建物等の耐震診断の結果を記載した書類（補助事業が改修設計である場

合に限る。）

⑷ 耐震改修、建替え、除却、屋根瓦の耐震・耐風対策又は省エネ改修に

係る資料、写真等（補助事業が耐震改修、建替え、除却、屋根瓦の耐震

・耐風対策又は省エネ改修である場合に限る。）

⑸ ブロック塀の撤去又は改修に係る資料、写真等（補助事業がブロック

塀の撤去又は改修である場合に限る。）

⑹ 省エネ改修の結果を確認することができる書類（補助事業が省エネ改

修である場合に限る。）

⑺ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めて指示する書類

３ 補助対象者は、第６条第３項の規定による交付決定を受けた場合には、

第１項の規定による報告に際し、補助対象経費の額から当該報告の時点で



明らかになっている補助事業に係る仕入控除税額（第１２条第１項におい

て「実績報告控除税額」という。）に相当する額を控除して得た額（当該

交付決定に係る補助金の額を限度とする。）を精算額として報告しなけれ

ばならない。

４ 補助対象者は、当該年度の３月３１日までに補助事業が完了しなかった

ときは、米子市震災に強いまちづくり促進事業進捗状況報告書（別記様式

第６号）に同日までの補助事業の進捗の状況が分かる設計図書、出来高の

算定の基礎となる資料等を添付して、これらを当該年度の翌年度の４月５

日までに市長に提出しなければならない。

（補助金の額の確定）

第１０条 市長は、第６条第３項の規定により交付決定をした補助事業につ

いて前条第３項の規定による報告があったときは、当該交付決定の額を変

更して補助金の額を確定するものとする。

（補助金の支払）

第１１条 補助金は、第９条第１項又は第４項の規定による報告があった後

に支払うものとする。

２ 補助対象者は、補助金の支払を受けようとするときは、規則第２０条第

２項に規定する請求書を市長に提出しなければならない。

（補助事業に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第１２条 補助対象者は、第９条第１項の規定による報告をした後に消費税

及び地方消費税の申告により仕入控除税額が確定した場合であって、その

額が実績報告控除税額を超えるときは、速やかに、米子市震災に強いまち

づくり促進事業消費税等仕入控除税額報告書（別記様式第７号）により、

その旨を市長に報告しなければならない。

２ 市長は、前項の規定による報告があったときは、規則第２２条第２項の

規定により、補助対象者に対し、補助金の返還を命ずるものとする。

（指導等）

第１３条 市長は、補助対象者に対し、当該補助対象者の所有に係る住宅、

建築物及びブロック塀の地震に対する安全性の向上が図られるよう、必要な

指導及び助言をすることができる。



附 則

この要綱は、平成１７年１１月２日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交

付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に同要綱第８条の規定により申

請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金の交付について適

用し、同日前に改正前の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交付

要綱第８条の規定により申請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事

業補助金の交付については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交

付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に同要綱第５条の規定により申

請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金の交付について適

用し、同日前に改正前の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交付

要綱第８条の規定により申請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事

業補助金の交付については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交

付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に同要綱第５条の規定により申

請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金の交付について適

用し、同日前に改正前の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交付



要綱第５条の規定により申請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事

業補助金の交付については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２１年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交

付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に同要綱第５条の規定により申

請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金の交付について適

用し、同日前に改正前の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交付

要綱第５条の規定により申請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事

業補助金の交付については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２２年６月２日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交

付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に同要綱第５条の規定により申

請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金の交付について適

用し、同日前に改正前の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交付

要綱第５条の規定により申請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事

業補助金の交付については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２３年１月５日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交

付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に同要綱第５条の規定により申

請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金の交付について適

用し、同日前に改正前の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交付



要綱第５条の規定により申請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事

業補助金の交付については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２３年７月２７日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交

付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に同要綱第５条の規定により申

請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金の交付について適

用し、同日前に改正前の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交付

要綱第５条の規定により申請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事

業補助金の交付については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２４年６月１８日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交

付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に同要綱第５条の規定により申

請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金の交付について適

用し、同日前に改正前の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交付

要綱第５条の規定により申請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事

業補助金の交付については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２４年９月１４日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交

付要綱第４条の２の規定は、平成２４年６月１８日以後に同要綱第５条の

規定により申請のあった米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金の交

付について適用し、同日前にこの要綱による改正前の米子市震災に強いま



ちづくり促進事業補助金交付要綱第５条の規定により申請のあった米子市

震災に強いまちづくり促進事業補助金の交付については、なお従前の例に

よる。

附 則

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２８年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の施行の際現に米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交

付要綱（以下「補助金交付要綱」という。）第２条第１項第８号に規定す

る要緊急安全確認大規模建築物に対して行う耐震診断（同項第３号に規定

する耐震診断をいう。）について米子市震災に強いまちづくり促進事業補

助金（以下単に「補助金」という。）の交付の申請を行っている者（交付

の決定を受けているものを除く。）及び補助金の交付の決定を受けている

者（この要綱の施行前に補助金の交付を受けたものを除く。）については、

この要綱による改正前の補助金交付要綱別表の１の項の規定は、なおその

効力を有する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２９年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交

付要綱（以下「改正後の要綱」という。）別表の規定は、この要綱の施行

の日以後に着手する補助事業（改正後の要綱第４条に規定する補助事業で

あって、同日以後に米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交付要綱

（以下「現要綱」という。）第５条第１項の規定による当該補助事業に係

る米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金の交付の申請を行い、当該



申請に対する現要綱第６条第２項の補助金交付決定通知書の交付を受けて

着手するものをいう。）について適用し、この要綱の施行の際現に実施し

ている補助事業（この要綱による改正前の米子市震災に強いまちづくり促

進事業補助金交付要綱（以下「改正前の要綱」という。）第４条に規定す

る補助事業をいう。以下この項において同じ。）及びこの要綱の施行前に

現要綱第５条第１項の規定による米子市震災に強いまちづくり促進事業補

助金の交付の申請を行い、当該申請に対する現要綱第６条第２項の補助金

交付決定通知書の交付を受けて着手する補助事業については、なお従前の

例による。

３ 改正後の要綱第９条第４項の規定は、この要綱の施行の際現に実施して

いる補助事業（改正前の要綱第４条に規定する補助事業であって、平成２

９年３月３１日までに着手したものに限る。次項において「平成２９年度

継続補助事業」という。）についても適用する。

４ 前項の規定による平成２９年度継続補助事業に係る改正後の要綱第９条

第４項の規定の適用については、同項中「当該年度の翌年度の４月５日」

とあるのは、「平成２９年５月３１日」とする。

附 則

この要綱は、平成３０年１１月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和元年１２月３日から施行し、令和元年１０月１日以後に

完了する補助事業について適用する。

附 則

この要綱は、令和２年５月７日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和３年８月３１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交



付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に同要綱第５条の規定により交

付の申請がされる米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金について適

用し、同日前にこの要綱による改正前の米子市震災に強いまちづくり促進

事業補助金交付要綱第５条の規定により交付の申請がされた米子市震災に

強いまちづくり促進事業補助金については、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交

付要綱第３条、第４条及び第９条第２項並びに別表の第１号、第３号及び

第５号の規定は、この要綱の施行の日以後に同要綱第５条の規定により交

付の申請がされる米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金について適

用し、同日前にこの要綱による改正前の米子市震災に強いまちづくり促進

事業補助金交付要綱第５条の規定により交付の申請がされた米子市震災に

強いまちづくり促進事業補助金については、なお従前の例による。

附 則（抄）

１ この要綱は、令和５年２月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の施行の際現にある次に掲げる規定による用紙については、当

分の間、これを取り繕って使用することができる。

⑴ 第１条の規定による改正前の米子市震災に強いまちづくり促進事業補

助金交付要綱別記様式第１号

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和５年１２月４日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交

付要綱第７条第２項から第５項まで並びに第９条第１項及び第２項の規定

は、この要綱の施行の日前に交付の決定又は内示を行った米子市震災に強



いまちづくり促進事業補助金に係る補助事業（同要綱第４条に規定する補

助事業をいう。）についても適用する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金交

付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に交付の申請がされた米子市震

災に強いまちづくり促進事業補助金について適用し、同日前に交付の申請

がされた米子市震災に強いまちづくり促進事業補助金については、なお従

前の例による。


